
（別添）

(百万円)

団体名  兵庫県  加古川市
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

44,424 2,198

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 73,362 73,080 282 143 83,968 －

老人保健事業特別会計 34 34 0 0 － 27

公園墓地造成事業特別会計 334 209 125 125 － 45

夜間急病医療事業特別会計 370 311 59 59 46 111

緊急通報システム事業特別会計 18 17 1 1 － 10

歯科保健センター事業特別会計 108 75 33 33 81 26

財産区特別会計 444 320 124 124 － －

普通会計 73,854 73,354 500 361 84,095 －

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞
形式収支

純損益
（実質収支）

企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

水道事業会計 5,672 5,101 － 571 11,757 190 － － 法適用企業

病院事業会計 9,395 9,333 － 62 7,248 801 － 3,494 法適用企業

（歳入） （歳出） （実質収支）

129 129 0 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

142 208 △ 66 △ 66
（歳入） （歳出） （実質収支）

9,873 9,944 △ 71 △ 85
（歳入） （歳出） （実質収支）

9,486 9,558 △ 72 △ 85
（歳入） （歳出） （実質収支）

387 386 1 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

345 344 1 0
（歳入） （歳出） （実質収支）

22,554 22,554 0 △ 4
（歳入） （歳出） （実質収支）

16,374 16,588 △ 214 △ 214
（歳入） （歳出） （実質収支）

11,436 10,939 497 495
（歳入） （歳出） （実質収支）

84 59 25 25
　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞
形式収支

実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（総収益） （総費用） （純損益）

242 215 27

加古川市・高砂市宝殿中学校組合 112 96 16 16 72 19.6 － －

加古川市外２市共有公会堂事務組合 2 0 2 2 － － － －

兵庫県後期高齢者医療広域連合 0 0 0 0 － － － －－

<法適用企業>

経常収支比率

備考

基金から594百万円

－

－

－

－

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率

111.6

基金から608百万円

合計
（A）＋（B)

46,622

基金から14百万円

基金から71百万円

公共下水道事業特別会計 74,806 3,800 －

東播磨農業共済事務組合 － 49.6 112.6－

101.4

公設地方卸売市場事業特別会計 127 12 －

駐車場事業特別会計 435 90 －

  （うち  公共） 70,696 3,544 －

  （うち  特環） 4,110 256 －

農業集落排水事業特別会計 1,573 58 －

国民健康保険事業特別会計 － 1,696 －

介護保険事業特別会計 115 1,671

老人保健事業特別会計 － 1,265

生活安全共済事業特別会計 － 7 －

－ － 基金から2百万円

－

－

－

－

－

－ －

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

基金から139百万円

法適用企業－ －



（別添）

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

加古川市土地開発公社 179 1,708 5 － － 21,700

（財）加古川総合保健センター 51 4,018 11 110 － －

（財）東播臨海救急医療協会 5 33 9 185 － －

（財）加古川市文化振興公社 9 566 500 42 － －

加古川商工開発（株） 21 1,362 266 28 － －

（財）加古川食肉公社 △ 31 1,393 45 172 － －

（財）加古川市国際交流協会 4 733 700 15 － －

（財）加古川市コミュニティ協会 7 720 700 47 － －

加古川再開発ビル（株） 94 849 128 － － －

（財）加古川市ウェルネス協会 75 1,418 210 195 － －

（財）加古川中小企業勤労者福祉サー
ビスセンター

10 150 66 30 － －

ＢＡＮ－ＢＡＮテレビ（株） 233 973 84 － － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

0.8%

86.6%

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

－

－

2,496

－

622

－

－

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.83

16.3%

－

－

－

495

－


